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研究成果の概要（和文）： 

「学校その他の教育機関における著作物の複製に関する著作権法第 35 条ガイドライン」
が平成 16 年に発表され、学校現場での教育活動との間の差について調査し、著作権に関
する意識調査や、海外での実例などを踏まえて、見直しのための基本資料の収集を行った。 
その結果、ガイドラインの教員への周知や海外の事例から、補償金制度などを導入するこ
となども含め、学校教育における著作物の制度そのものを検討する必要があるとの知見が
得られた。 
 

 
研究成果の概要（英文）： 
"Article 35 of the guidelines copyright law related to reproduction of a work in schools 

and other educational institutions" was published in 2004, to investigate the difference 
between the educational activities in schools, awareness and research related to 
copyright, on the basis of such examples in foreign countries; we collect basic materials 
for review. 
 As a result, the knowledge that there is a need to include as well as that from the case 
and foreign well-known to the faculty of the guidelines, the introduction of such 
compensation system, to examine the system itself of the work in school education was 
obtained. 
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１．研究開始当初の背景 

著作権法第三十五条とは、著作者の権利を
制限する規定のうち「学校その他の教育機関
における複製等」の項目であり、具体的には
次の条文である。 

 

「学校その他の教育機関（営利を目的として
設置されているものを除く。）において教育

を担任する者及び授業を受ける者は、その授
業の過程における使用に供することを目的
とする場合には、必要と認められる限度にお
いて、公表された著作物を複製することがで
きる。ただし、当該著作物の種類及び用途並
びにその複製 の部数及び態様に照らし著作
権者の利益を不当に害することとなる場合
は、この限りでない。」 
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 この条文の解釈をめぐり、平成 16 年 4 月
に約 15の権利者団体からなる協議会から「学
校その他の教育機関における著作物の複製
に関する著作権法第 35 条ガイドライン」(以
下第 35 条ガイドラインと記す)が発表された。 

 

しかし、総合的学習の時間や複数学級での
同時授業、e-learning などの新たな学習環境
において、しばしば実態とそぐわない第 35

条ガイドラインの記述が存在する。もちろん
著作権者の利益を不当に害することなく、か
つ教育現場でよりよく著作物を利用するた
めの方策は各組織で個別に行われてきてい
るのが現状である。 

これらを踏まえ海外での学校とも比較検
討し、より現場に沿った形での第 35 条ガイ
ドラインの提案を教育関係者から発する必
要がある。 

 

実際に学校現場において利用されている
著作物や著作権にかかわる問題を調査し、第
35 条ガイドラインの各項目について、その定
義と可否の根拠を示す。例えば、「授業の過
程における使用」の項目の授業の定義は、ガ
イドラインでは『「授業」は、学習指導要領、
大学設置基準等で定義されるもの』とされて
いるが時間や空間によらず学習活動がおこ
なえる e-learning ではどのように扱われる
べきかといった問題の根拠となるデータを
収集する。 

 

著作権というと、とかく権利者の権利を守
ることに注目されがちであるが、教育に関す
る投資として学校教育での権利制限規定が
重要であること、さらに教育関係者が著作権
に対する意識の向上で著作権に配慮した教
育活動が行えるようになるであろう。 

 

２．研究の目的 

本研究の「学校教育における著作権法第 35

条ガイドライン見直しのための基礎調査研
究」の目的は、著作権に関する基本的な調査
を行うこと。 

さらに、教育の情報化を踏まえ学校現場で
どのように著作物が扱われているかを調査
すること。 

それらの結果から、現行著作権法の第三条
五条の解釈として存在する「学校その他の教
育機関における著作物の複製に関する第三
十五条のガイドライン」を教育関係者からの
提言として改定案を示すための基礎資料の
収集および根拠の提供を目的とする。 

 

３．研究の方法 

本研究では、以下の３つの段階を主な計画と
する。 

(1)著作権に関する基本調査 
 著作権に関する基本調査を、それらの項目
を開発することから始め、アンケート調査を
定量的に行い、大学生や教員に対して、著作
権に関する知識や意識、行動などの特徴を明
らかにする。 
 
(2)学校現場の調査 
 図書室や視聴覚室、音楽室、美術室などの
特別教室を中心に、学習活動における日常の
教育活動で発生する著作物についても、現地
の視察調査を行う。 
 さらに、担当教員へのインタビューや簡単
なアンケート調査などを行い、学校での著作
物に関する現状を調査する。 
 
(3)海外の事例調査 
 海外での学校視察や学校長や著作権に関
する担当者へのインタビュー調査により、学
校での著作物の管理や流通システムなどを
比較検討し整理する。 
 対象とする国は、著作権法の規定が日本に
比べ少なく、フェアユースの理念が一般的で
あるアメリカを 2か所訪問調査する。さらに
著作権法が比較的厳しく、個人の複製権の制
限が厳格であるニュージーランドの 2か所を
訪問調査する。 
 
４．研究成果 

(1) 著作権に関する基本調査 
はじめに、著作権についての基礎的な調査

項目として「知識」、「意識」、「行動」に焦点
を絞り、それらの調査項目の開発を行った．
予備調査では、5 つの大学に協力を依頼し、
約 700 人分のデータから因子分析を用いて、
著作権に対する意識の尺度を作成した。また
分散分析を用いて、得点化した知識や行動に
ついて比較検討を行い、調査項目の開発を行
った。それらの詳細な結果は、論文(6)「大
学生の著作権に関する知識・意識・行動の調
査項目の開発」にて発表した。 

 
さらに、それらの調査項目を用いて、Web

調査を行い、全国の大学生 1000 人のデータ
が得られ、知識や意識などの特徴を明らかに
し、論文(5)「大学生の著作権に関する知識・
意識・行動の調査結果」にまとめ発表を行っ
た。 
その特徴的であった結果として、著作権法

に関する知識の得点が高いからといって、行
動の得点が高くなる関係にはならないこと
が、明らかになった。また、教科「情報」と
著作権に関する知識や行動との比較を行い、
情報 Aを履修した大学生は、他の科目を履修
した大学生に比べ、知識の得点の平均値に有
意差が認められた。 

 



一方、大学生で得られた結果をもとに、高
校生に対しても同じ傾向が得られるか Web調
査を用いて、全国の約 600人の高校生から回
答を得て、大学生との比較を行い論文(4)「高
校生を対象とした著作権についての道徳・知
識・意識と行動の分析」にまとめ発表を行っ
た。 

 
さらに、教員に関する調査も行い、全国の

1017人分のデータから、教員の年齢の世代別
特徴や勤務先の学校種別の特徴を明らかに
した。これらの結果は論文(2)「著作権教育
に関する教員の意識調査」および論文(3)「教
員の著作権に関する知識・意識・行動の調査
結果」にまとめ発表を行った。 

 
(2)学校現場の調査 
学校現場の著作物の管理用法や著作物の

利用方法について、大学の附属学校を始め、
全国の小学校や中学校、および教育センター
に訪問し調査を行った。 
多くの学校では、視聴覚室や放送室で映像

に関する資料をライブラリーとして保存さ
れていることや、音楽室や美術室およびその
準備室にて楽譜および絵画などが保存され
ているが、その管理については、担当者が異
動するたびに、引き継ぎがされていないケー
スが多く、管理が不十分である実態が明らか
になった。 
これらの調査結果については、公表は行わ

ず、今後の課題としてまとめた。なぜならば、
個別の事象と全国の学校で行われている事
象との差が定性的に調べられてはいても、定
量的に調査することが困難であったためで
ある。 
上記の調査において、アンケートの方法に

よっては、学校現場での著作権法違反を探る
ような結果となり、正しく回答することがか
えって問題を大きくしてしまう場合があり、
大変慎重に行う必要がある。 
よって、さらに継続的に調査し、その必要

性と教育効果について、定性的に明らかにす
るとともに、問題点の解決策まで同時に提案
する必要があることが分かった。 

 
一方で、本研究者が所属する大学にて行わ

れている著作権教育の講義において、その効
果についての調査も行った。教員養成系大学
性及び広く他の課程の学生に対して、次の 2
つの講義を用意した。一つ目は、著作権法に
関する教育を中心とする講義、2 つ目は、学
校教育や著作権教育を中心に据えた講義で
ある．この 2 つの講義の受講前と受講後に著
作権に関する知識、意識、行動などを調査し
比較を行った。 
その結果は論文(1)「大学生の著作権教育

に関する実践について」にまとめた。 

 
(3)海外の事例調査 
学校教育における著作権法第 35 条ガイド

ライン見直しのための基礎調査研究におい
て、諸外国の著作権制度や学校教育現場での
著作物の取り扱いなどを調査した。米国 2か
所(HAWAII TOKAI INTERNATIONAL COLLEGE,  

Louisiana Tech University)、ニュージー
ランド 2 か所 (Cobanam Intermediate School，
Kaipoi high school)について、現地調査を
行い教室内や授業での著作物利用の現状、お
よび担当教員や学校長、さらには知財コーデ
ィネータへの聞き取り調査を中心に活動を
行ってきた。 
特にニュージーランドの学校現場では、著

作物の取り扱いについて、法律的にも大変厳
しく規制がされていることを知ることがで
きた。その特徴は、学校教育においてでさえ、
年間の著作物利用調査(サンプル調査)や補
償金制度の実施している点にある。 
現在日本国内では、文化庁などで権利制限

規定について議論されているが、このニュー
ジーランドでの学校教育における制度は、著
作物の公正な流通全体を見渡した点が優れ
ている。今後は、日本の学校でもこれらの仕
組みを検討する必要があると考えられる。 
これらの結果については、同行した学校教

育課程数学教育講座の 4年生 4名がまとめた
卒業研究論文に、詳細が記されている。 
今後は公表することを前提に発表の準備

を行っている。 
 
以上の調査と同時に、本研究者が所属する

大学において行われていた「著作権教育に関
するプロジェクト」において、本研究で得ら
れた結果などを含めて、学校教員や学校関係
者に向けて著作権教育の基本事項を記した
著書(1)「先生のための入門書 著作権教育
の第一歩」を発行した。 

 
 本研究の結果をまとめると、 
①著作権に関する教育の推進 
②著作権教育の方法の検討 
以上を前提に、 
③第 35条ガイドラインの周知 
④第 35条ガイドラインの文言訂正 
と同時に、 
⑤学校での補償金制度などの導入検討 

が必要であると考えられる。 
 
つまり、本調査研究において得られた知見

をガイドラインの見直しに利用するととも
に、学校教育の現状を反映した内容に修正が
必要であり、さらにシステム全体を見通した
補償金制度などの権利者側と利用者とが歩
み寄るための仕組みが必要であることが分
かった。 
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